
第25回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書面のうち、
「事業報告」の「会社の体制及び方針」、「連結計算書類」の「連
結株主資本等変動計算書及びその他の注記」並びに「計算書類」の
「株主資本等変動計算書及びその他の注記」につきましては、法令
及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェ
ブサイト（アドレス https://www.jbr.co.jp/ir_info/）に掲載して
おります。

第25回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項



６．会社の体制及び方針
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他当社の業
務並びに当社及び当社子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制
当社では、2006年５月15日開催の取締役会において、会社法第362条第４項第６号に規

定する体制の整備について決議し、その後の状況を鑑み、2014年６月20日付で一部内容を
修正しております。又、「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）及び
「会社法施行規則の一部を改正する省令」（平成27年法務省令第６号）が2015年５月１日
に施行されたことに伴い、2015年６月22日開催の取締役会において内容を一部改定し、そ
の後当社グループの組織再編に合わせて、2016年６月24日開催の取締役会において内容を
一部改定しております。なお、改定内容は、当社グループの社内カンパニー制への移行に
伴う社内組織の再編成及び業務分掌の変更に合わせて、具体的かつ明確な表現へ変更した
ものであります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ａ. 取締役会は、取締役会規程及び取締役会付議基準に従い、会社の業務執行の意思決

定を行い、執行役員並びにカンパニー（領域及びプラットフォームの総称）及び室
（以下「カンパニー等」といいます。）の長から会社の業務執行状況の報告を受
け、取締役の職務執行を監視・監督します。

ｂ. 当社の業務執行体制として、稟議規程、取締役会付議基準、組織規程、職務権限規
程及び業務分掌規程により、各カンパニー等の職務権限を明確にし、指揮命令系統
を明らかにするとともに、各カンパニー間の相互牽制を機能させます。

ｃ. 取締役会は、コンプライアンス全体の総責任者に取締役社長を任命し、取締役社長
の強いリーダーシップの下、企業行動基準、コンプライアンス・ガイドライン、コ
ンプライアンス・マニュアル及びコンプライアンス・プログラムに基づき、取締
役、執行役員及び使用人に対し、定期的かつ継続的にコンプライアンス教育・研修
を行い、当社経営理念の精神及びその意味するところの意識付けを取締役、執行役
員及び使用人に徹底することにより、コンプライアンスが当社企業活動の礎である
ことについて、取締役、執行役員及び使用人の理解を促します。又、取締役、執行
役員及び使用人がコンプライアンスに違反する行為を行ったと認められる場合に
は、役員規程、執行役員規程及び就業規則に基づき、当該取締役、執行役員及び使
用人に対し、適正な処分を行う等、コンプライアンス体制の構築、整備及び管理に
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あたります。
ｄ. 取締役会は、これらのコンプライアンスの状況を把握し、改善を図るため、業務執
行部門から独立した内部監査室を、取締役社長の直轄機関として設け、内部監査室
に内部監査規程及び内部監査計画に基づき、定期的に内部監査を実施させ、その結
果を被監査部門にフィードバックさせるとともに、それを踏まえ、これらの体制を
検証します。

ｅ. 監査役は、法令が定める権限を適正に行使するとともに、内部監査室及び会計監査
人と連携を行い、監査役会規程、監査役規程、監査役監査基準及び監査計画に基づ
き、取締役の職務執行及び執行役員の業務執行に関わる監査を行います。

ｆ. 取締役会は、コンプライアンス体制の充実及び強化を推進するため、使用人からコ
ンプライアンス上疑義のある行為について通報相談を受け付ける通報窓口を外部弁
護士とし、コンプライアンス違反を未然に防止し、早期発見できるよう、内部通報
制度を運営します。係る制度では、匿名での通報を認めるとともに、通報者に対し
て不利益な取扱いをしないことを保証します。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
ａ. 取締役会は、株主総会、取締役会等の重要な会議の意思決定に係る記録や、取締役

及び使用人が稟議規程等に基づき決裁を行った重要な文書について、適切に保存す
るため、文書管理規程を整備します。又、必要に応じて取締役、監査役及び会計監
査人等が閲覧、謄写可能な状態で管理を行います。

ｂ. 取締役会は、これらの管理の総責任者にコーポレートプラットフォームカンパニー
長を任命します。

ｃ. 監査役は、取締役の職務執行並びに執行役員及び使用人の業務執行に係る情報の作
成、保存及び管理の状況について、監査を行います。

ｄ. 取締役会は、当社が持つ情報資産の安全性を確保し、当社の経営活動に有効かつ効
率的な活用に資するため、情報セキュリティ管理基本規程を定めるとともに、取締
役会は、情報セキュリティ管理の最高責任者にコーポレートプラットフォームカン
パニー長を任命し、情報資産の適正な管理を行います。

ｅ. 取締役会は、取締役社長を通じて、これらの情報の保存及び管理に関する状況を把
握し、改善を図るため、内部監査室に内部監査を実施させ、その報告を踏まえ、こ
れらの体制を検証します。
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③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ａ. 当社のリスク管理体制の礎として、リスク管理方針を定め、同方針に基づきリスク

管理委員会を設置するとともに、取締役会は、当社のリスク管理の総責任者に取締
役社長を任命し、全社に関わる横断的リスクの総括的な管理を行います。

ｂ. 各カンパニー等におけるリスク管理責任者は、それぞれが各カンパニー等に整備す
るリスク管理体制の下、担当業務の内容を整理し、内在するリスクを把握、分析及
び評価したうえで適切な対策を実施するとともに、係るリスク管理状況を監督し、
定期的に見直します。

ｃ. 重大性、緊急性若しくは不測の事態が発生、又はそのおそれがある場合には、リス
ク管理委員会は取締役会に対し、ただちに報告するとともに、取締役会は遅滞なく
対策本部を設置し、損害の拡大又は発生を防止する措置を講じます。

ｄ. 当社及び子会社で構成される当社グループ各社（以下「グループ各社」といいま
す。）はそれぞれに関わるリスクを発見した場合には、遅滞なく当社リスク管理委
員会に報告をします。

ｅ. 取締役会は、取締役社長を通じて、これらの損失の危険の管理に関する状況を把握
し、改善を図るため、内部監査室に内部監査を実施させ、その報告を踏まえ、これ
らの体制を検証します。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ａ. 執行役員制度及びカンパニー制度を導入し、取締役会の意思決定機能及び監視・監

督機能の強化を図り、その業務執行責任を明確化します。
ｂ. 取締役の職務執行を効率的に行うため、取締役会を毎月１回定時に開催するほか、
適宜臨時に開催します。

ｃ. 取締役の職務執行並びに執行役員及び使用人の業務執行については、稟議規程、取
締役会付議基準、組織規程、職務権限規程及び業務分掌規程を定め、その責任の所
在及び執行手続を明確にし、取締役、執行役員及び使用人は重要性に応じた意思決
定を行います。

ｄ. 取締役会は、当社経営理念に基づき、将来の事業環境を見据えながら、中期経営計画
及び年度経営計画を策定し、取締役社長、執行役員及びカンパニー長は、その達成に
向けて職務を執行又は業務を執行し、取締役会において、その実績を報告します。
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ｅ. 取締役会は、取締役の職務の効率性に関する総責任者に取締役社長を任命し、年度
経営計画に基づいた各カンパニー等の目標に対し、業務執行が効率的に行われるよ
うに監視・監督を行います。

ｆ. 取締役会は、取締役社長を通じて、これらの業務運営状況を把握し、改善を図るた
め、内部監査室に内部監査を実施させ、その報告を踏まえ、これらの体制を検証し
ます。

⑤ 次に掲げる体制その他の当社及びそのグループ各社から成る企業集団における業務の
適正を確保するための体制

ａ. 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
イ. 取締役会は、関係会社管理の総責任者に取締役社長を任命します。
ロ. 当社から主要なグループ各社に必要に応じて取締役を派遣します。
ハ. 子会社に取締役、執行役員及び使用人を派遣する場合には、派遣先の子会社にお
ける職責を明確にするとともに、子会社内及び当社と子会社との間において必要
な報告・決裁が確実になされるような体制を構築します。

ニ. 子会社において、当社取締役会の承認を必要とする事項については、随時、当社
の社長室を通じて報告を受けます。

ｂ. 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ. 子会社のリスク管理体制の礎として、子会社の取締役会をして、子会社のリスク
管理の責任者に子会社の取締役を任命させ、子会社の業務全般に関わる横断的リ
スクの総括的な管理を行わせます。

ロ. 子会社におけるリスク管理の責任者たる取締役には、各カンパニー等の長たる責
任者の協力の下、担当業務の内容を整理し、内在するリスクを把握、分析及び評
価したうえで、適切な対策を実施させるとともに、係るリスク管理状況を監督さ
せ、定期的に見直させます。

ハ. 重大性、緊急性若しくは不測の事態が発生、又はそのおそれがある場合には、子
会社のリスク管理の責任者たる取締役に、子会社の取締役社長をして、遅滞なく
取締役会を招集及び開催させ、損害の拡大又は発生を防止する体制を整えるとと
もに、遅滞なく当社に報告させます。
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ニ. 前ハにかかわらず、子会社の取締役は、業務執行に関わるリスクを発見した場合
には、遅滞なく子会社の取締役会に報告を行い、派遣取締役を通じて当社に報告
するものとします。

ｃ. 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ. 子会社の取締役の職務執行を効率的に行うため、子会社の取締役会を毎月１回定

時に開催させるほか、適宜臨時に開催させます。
ロ. 子会社の取締役の職務執行については、子会社において、稟議規程、取締役会付

議基準、組織規程、職務権限規程及び業務分掌規程を定めさせ、その責任の所在
及び執行手続を明確にさせます。

ハ. 子会社の取締役会には、当社グループ経営理念に基づき、将来の事業環境を見据
えながら、子会社の中期経営計画及び年度経営計画を策定させ、子会社の業務執
行取締役には、その達成に向けて職務を執行し、子会社の取締役会において、そ
の実績を報告させるとともに、年１回、子会社の取締役社長をして、当社の取締
役会において、その実績を報告させます。

ニ. 子会社の取締役会には、取締役の職務の効率性に関する総責任者に子会社の業務
執行取締役を任命させ、子会社の年度経営計画に基づいた各所管部署の目標に対
し、職務執行が効率的に行われるように監督を行わせます。

ｄ. 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制
イ. 子会社の取締役社長が当社グループ経営理念の精神及びその意味するところの意
識付けを子会社の使用人に徹底することにより、コンプライアンスが当社及び子
会社の企業活動の礎であることについて、子会社の使用人の理解を促進します。

ロ. 子会社の業務執行体制として、子会社の稟議規程、組織規程、職務権限規程及び
業務分掌規程により各所管部署の職務権限を明確にさせ、指揮命令系統を明らか
にするとともに所管部署間の相互牽制を機能させます。

ハ. 子会社のコンプライアンス体制の充実、強化を推進するため、子会社には、当社
の内部通報制度運用規程を準用させます。係る規程に基づき、子会社において
も、匿名での通報を認めるとともに、通報者に対して不利益な取扱いをしないこ
とを保証します。
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ニ. 子会社には、子会社の業務分掌規程に基づき、適正な業務執行を徹底させるとと
もに、問題が発生した場合には、子会社の就業規則その他役員規程等に基づき、
適正な処分を行わせます。

ホ. 当社内部監査室が内部監査規程及び内部監査計画に基づき、定期的に子会社の業
務執行状況の監査を行い、その結果を被監査部門にフィードバックするととも
に、当社の取締役社長及び取締役会に報告します。

ｅ. その他の当社及びグループ各社から成る企業集団における業務の適正を確保するた
めの体制
イ. 当社の関係会社管理規程において、子会社における重要事項を当社の取締役会の

付議事項とする旨を定め、該当事項については、社長室長を通じて当社の取締役
会に報告をさせます。

ロ. グループ各社の経営管理及び内部統制の推進を行うため、当社の各カンパニー長
は、所管する業務において、グループ各社への経営指導及び業務支援を行います。

ハ. グループ各社は、当社との連携及び情報共有を行いつつ、自社の規模、事業の性
質、機関の設計、自社の企業風土その他会社の固有性等を踏まえ、自律的に内部
統制システムを整備することを基本とします。

ニ. 主要なグループ各社については、当社監査役を監査役に就任させ、又は当該グル
ープ各社の取締役及び監査役と連携し、当該グループ各社の業務の適正を確保す
る体制を整備します。

ホ. 主要なグループ各社に対して、当社内部監査室が定期的に内部監査を実施します。
ヘ. 当社社長室長は、グループ管理体制の強化及びグループ各社における問題把握と

調整を行います。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
関する事項
監査役の職務を補助すべき使用人を必要に応じて置きます。その際の人員数、資格
等は、常勤監査役の判断にて決定します。
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⑦ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監査役の当該使用人に対する指
示の実効性の確保に関する事項
ａ. 監査役の職務を補助する使用人に対する指揮命令権限は、監査役の監査業務を補助

する範囲内において常勤監査役に帰属し、取締役、執行役員及び使用人は指揮命令
権限を有しません。

ｂ. 監査役の職務を補助する使用人の任命、解任、人事考課、異動、賃金の改定等につ
いては、常勤監査役の同意を得たうえで決定します。

ｃ. 監査役の職務を補助する使用人は、監査役会に出席し、監査役より指示された業務
の実施内容及び結果につき、報告を行います。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する
体制
ａ. 当社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制
イ. 取締役、執行役員及び使用人は、監査役の求めに応じて、遅滞なく業務執行状況

の報告をします。
ロ. 取締役、執行役員及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼすおそれがある重要な

事実を発見した場合、遅滞なく監査役に報告をします。
ハ. 監査役は、取締役会等の重要会議に出席し、取締役、執行役員及び使用人から、重

要事項の報告を受けるものとします。そのため、取締役、執行役員及び使用人は、
あらかじめ重要会議の日程を監査役に遅滞なく連絡し、出席の要請を行います。

ｂ. 子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人又はこれらの者から報告
を受けた者が当社の監査役に報告するための体制
イ. 当社監査役は、当社の監査役監査基準に基づき、子会社に対して事業の報告を求
めます。

ロ. 子会社における他の会社の規程を準用する規程に基づき、子会社では、当社の内
部通報制度運用規程を準用し、当社の内部通報制度を採用します。子会社におい
て、当該制度を利用して通報があった場合、係る通報の概要について、子会社か
ら当社のコーポレートプラットフォームカンパニー長を通じて、当社の監査役に
対して報告されます。
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⑨ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこと
を確保するための体制

ａ. 当社は、内部通報制度運用規程において、前号の報告をした者が内部通報制度を利
用したり、内部通報制度運用規程に基づく調査において真実を述べたことを理由と
して、前号の報告をした者に対し、いかなる不利益な取扱いも行ってはならないこ
とを定めます。

ｂ. 当社は、前号の報告をした者が内部通報制度を利用したり、内部通報制度運用規程
に基づく調査において真実を述べたことを理由として、前号の報告をした者の職場
環境が悪化することのないように、適切な措置を講ずるものとします。

ｃ. 前号の報告をした者に対して不利益な取扱いや嫌がらせ等を行った取締役、執行役
員及び使用人がいた場合には、前号の報告をした者は、内部通報の窓口である外部
の弁護士を介して、当社の常勤監査役に対し、当該取締役、執行役員及び使用人に
対し適切かつ必要な措置を講じるよう請求することができ、これを受けた当該常勤
監査役は、当該取締役、執行役員及び使用人に対し適切かつ必要な措置を講ずるも
のとします。

⑩ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執
行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役規程その他の社内規程において、監査役は職務の執行について生ずる費用を

会社に対し、請求することと定めます。又、当社は、監査役からの請求により、監査
役に対し、係る費用を前払いすることと定めます。

⑪ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ａ. 監査役は取締役社長と適時会合を持ち、監査上の重要課題等について意見交換を行

います。
ｂ. 監査役は内部監査室と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて内部監査部門に報
告を求めます。

ｃ. 監査役は会計監査人と定期的に会合を持ち、意見及び情報の交換を行うとともに、
必要に応じて会計監査人に報告を求めます。

ｄ. 監査役会は毎月１回以上開催します。
ｅ. 監査役は、監査の実施にあたり、必要と認める場合には、弁護士、公認会計士、弁

理士その他の外部専門家を独自の判断で起用できます。
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(2) 業務の適正を確保するための体制についての運用状況
当社の事業年度末日における本体制についての運用状況については、以下に記載のとお

りです。
①　コンプライアンスに関する取り組み

当社は、取締役会において制定した「コンプライアンスプログラム」の下、当社グ
ループ全役職員向けのコンプライアンス・セミナーを開催する等、役職員に対し定期
的かつ継続的にコンプライアンス教育・研修を行っております。セミナーの開催以外
にも、定期的にコンプライアンスに関するメールマガジンを配信することで、コンプ
ライアンス意識の底上げを図り、コンプライアンス意識の浸透及び徹底を図ってまい
ります。

②　取締役の職務遂行の適正性及び効率性を可能ならしめる体制
取締役は「取締役会規程」に基づき、毎月１回定時取締役会を開催し、適宜臨時に

開催しております。執行役員制度及びカンパニー制度を導入し、取締役会の本来的機
能である意思決定機能及び監督機能の強化を図り、業務執行責任を明確にした迅速な
業務執行を行っております。

③　監査役の監査に実効性を確保するための体制
監査役は「監査役会規程」に基づき、毎月１回監査役会を開催し、「監査役規
程」、監査役監査基準及び監査計画に基づき、取締役及び執行役員の業務執行に関わ
る監査を行っております。又、監査役は、その職務を補助すべき使用人として監査役
会室を置き、代表取締役やその他の取締役と監査上の重要課題について意見交換を行
うとともに、内部監査室や会計監査人に対して報告を求める等、関係各所と緊密に連
携しながら適切な監査を行っております。
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④　内部通報の実効性を高めるための体制
当社は、コンプライアンス体制の充実及び強化を図るため「内部通報制度運用規
程」を定め、その通報窓口を外部の弁護士としておりますが、内部通報の窓口でない
コーポレートプラットフォームカンパニー長に直接、通報相談があった場合でも、通
報相談を受けたコーポレートプラットフォームカンパニー長は、「内部通報制度運用
規程」に準じて適切に取扱うよう定めております。又、「内部通報制度運用規程」で
は、匿名での通報を認めるとともに、通報者に対して不利益な取扱いを禁止するほ
か、万一取締役や従業員が通報者に対して不利益な取扱いを行った場合には、常勤監
査役が当該取締役や従業員に対して、必要かつ適切な措置を講ずることとし、通報者
の保護を図っております。

⑤　リスク管理に関する取り組み
当社は、「リスク管理規程」及び「リスク管理委員会規程」を定め、当社役員及び

各所管部署の長等を構成員とするリスク管理委員会を設置しております。当該委員会
の委員長であるコーポレートプラットフォームカンパニー長が、委員会開催の要否を
毎月確認し、必要がある場合は、随時開催をしております。各所管部署の長等が構成
員となっていることを活かし、業務上のリスクを中心に議論を行っております。一
方、取締役会では、法務及び財務の専門家が構成員になっていることを活かし、法務
リスク及び財務リスクを中心に議論を行っております。なお、投融資に関しましては、
投資委員会で審議を行うことで、より一層のリスク管理の徹底を図ってまいります。

⑥　子会社管理体制の整備
当社は、子会社管理に関する規程として「関係会社管理規程」を定め、取締役を派
遣する際の職責を明確にするとともに、子会社からの報告については当社の社長室を
通じて行われるよう徹底しております。又、子会社においても当社同様のコンプライ
アンス体制を構築させるべくコンプライアンスに関する各種規程、「内部通報制度運
用規程」を準用することとしております。「関係会社管理規程」に基づき子会社から
事前承認事項についての事前承認を行ったり、又、内部監査を実施する等、当社グル
ープにおける効率的なモニタリングを実施しております。
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（ 自　2020年10月 1 日
至　2021年 9 月30日 ）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
当 期 首 残 高 780,363 4,367,861 3,848,012 △1,695,449 7,300,787

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △494,714 △494,714
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 56,753 56,753

自 己 株 式 の 処 分 3,469 4,541 8,010
株 式 交 換 に よ る 増 加 2,441,924 1,353,523 3,795,448
そ の 他 549 △ 549 －
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 連 結
会 計 年 度 変 動 額 （ 純 額 ）

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 － 2,445,943 △437,960 1,357,515 3,365,498
当 期 末 残 高 780,363 6,813,805 3,410,051 △337,933 10,666,286

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株 予 約 権 非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 291,234 291,234 2,930 312,753 7,907,706
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △494,714
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 56,753

自 己 株 式 の 処 分 8,010
株 式 交 換 に よ る 増 加 3,795,448
そ の 他 －
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 連 結
会 計 年 度 変 動 額 （ 純 額 ） 367,151 367,151 △10 28,444 395,585

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 367,151 367,151 △10 28,444 3,761,084
当 期 末 残 高 658,386 658,386 2,920 341,198 11,668,790

連結株主資本等変動計算書

(注)　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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１． 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
連結子会社の数 ５社
連結子会社の名称 ジャパンワランティサポート株式会社

（2021年７月１日付でJBRあんしん保証株式会社より商号変更）
株式会社アクトコール
株式会社ＴＳＵＮＡＧＵ
レスキュー損害保険株式会社
ジャパン少額短期保険株式会社
上記のうち、株式会社アクトコール及び株式会社ＴＳＵＮＡＧ
Ｕについては、当連結会計年度において株式交換により完全子
会社としたため、連結の範囲に含めております。

非連結子会社の状況
非連結子会社の名称 株式会社A
連結の範囲から除いた理由 株式会社Aは、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、
いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため連結
の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項
持分法を適用した関連会社の状況

持分法適用の関連会社数 １社
主要な会社等の名称 日本PCサービス株式会社

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
主要な会社等の名称 株式会社A

株式会社不動産プラットフォーム研究所
株式会社CaCal
ワールド・ワイド・サポート株式会社
クリーンデバイス・テクノロジー株式会社
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持分法を適用しない理由 各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に
見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書
類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がな
いため持分法の適用範囲から除外しております。

持分法適用手続に関する特記事項
持分法適用会社のうち、事業年度が連結会計年度と異なる会社については、各社の事業年度

に係る計算書類を使用しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、レスキュー損害保険株式会社及びジャパン少額短期保険株式会社の決算

日は３月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮
決算に基づく計算書類を使用しております。

(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

ａ．有価証券
イ．満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）によっております。
ロ．その他有価証券
・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定しております。）

・時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。
ｂ．デリバティブ 時価法（金利スワップの特例処理を除く）によっております。
ｃ．たな卸資産

・商品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

・貯蔵品 主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性
の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっており
ます。
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ａ．有形固定資産
(リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に
取得した建物（建物附属設備を除く）及び2016年４月１日
以降に取得した建物附属設備については、定額法によってお
ります。
なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資
産については、法人税法の規定に基づき、３年間で均等償却
を行っております。

建物 ６年～24年
機械装置及び運搬具 ６年
工具、器具及び備品 ２年～20年

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

主な耐用年数は以下のとおりであります。

ｂ．無形固定資産 定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

ｃ．リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に
よっております。

③　重要な引当金の計上基準
ａ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ｂ．賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当連
結会計年度負担額に見合う額を計上しております。

ｃ．会員引当金 生活会員からの申込により作業を加盟店に対して依頼した場
合、当社は加盟店に対して作業に係る外注費を支払っており
ます。当該外注費の支払に備えるため、過去の発生実績率に
より見込額を計上しております。

④　重要なヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。また、金利スワップにつ
いて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理によっ
ております。
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⑤　のれんの償却方法及び償却期間 のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見
積り、当該期間にわたり均等償却しております。

⑥　消費税等の会計処理 税抜方式によっております。
⑦　繰延資産の処理方法

ａ．保険業法第113条繰延資産 保険業法第113条繰延資産の償却は、保険業を営む連結子会
社の定款の規定に基づいて行っております。

ｂ．社債発行費 社債償還期間にわたり定額法により償却しております。
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２． 表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連
結会計年度から適用し、連結計算書類に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

３． 会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
(1)　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産　　　　435,502千円
(2)　識別した項目に係る会計上の見積りの内容についての理解に資する情報

①　算出方法
繰延税金資産は将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金のうち将来の税金負担額を軽減

することができると認められる範囲内で認識しております。繰延税金資産の回収可能性は、
事業計画を基礎として、将来獲得しうる課税所得の時期及び金額を合理的に見積もり、判断
しております。

②　主要な仮定
当連結会計年度末における繰延税金資産の回収可能性の判断にあたって、将来の課税所得

の見積りは、当社及び連結子会社の事業計画を基に見込んだ税金等調整前当期純利益に過去
の達成状況等も勘案して算定しております。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
当該見積りは、将来の不確実な経済状況や経営状況等によって影響を受ける可能性があり

ます。実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の
繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に重要な影響を与える可能性があります。

株式会社アクトコール及び株式会社TSUNAGUに係るのれんの評価
(1)　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

のれん　　　　1,836,358千円
減損損失　　　　995,488千円
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(2)　識別した項目に係る会計上の見積りの内容についての理解に資する情報
①　算出方法

株式会社アクトコール及び株式会社TSUNAGUに係るのれんは、当連結会計年度末に株
式交換により両者を株式交換完全子会社とした際に計上されたものであります。株式交換に
より取得した両者の株式の取得原価が受け入れた資産及び引き受けた負債の純額を上回った
ため、その超過額をのれんとして計上しておりますが、株式交換効力発生時の当社株価に基
づく取得原価と株式交換合意時の当社株価に基づく取得原価との差額については、収益性が
見込めないため、減損損失を計上しております。

のれんに減損の兆候が存在する場合には、のれんの残存償却期間に亘って得られる割引前
将来キャッシュ・フローの見積総額に基づく超過収益力相当額とのれんの帳簿価額を比較す
ることによって、減損損失の要否を判定しております。割引前将来キャッシュ・フローの見
積総額は、のれんの残存償却期間内の事業計画を基に見積もっております。

判定の結果、超過収益力相当額がのれんの帳簿価額を下回り、減損損失の認識が必要とさ
れた場合、のれんの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額を減損損失とし
て認識しております。

②　主要な仮定
割引前将来キャッシュ・フローの見積総額の算出に用いた主要な仮定は、会員数の増加に

伴う売上高の増加とコールセンターのオペレーション業務の効率化による売上原価の削減で
あります。

会員数の増加については、当社の直近３年間の年平均会員増加率と同程度の会員数が増加
すると仮定して売上高を見積もっております。売上原価の削減については、５年間かけて現
状より売上原価が５％程度低減されると仮定して見積もっております。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
当該見積りは、将来の不確実な経済状況や経営状況等によって影響を受ける可能性があり

ます。実際に発生した利益及び将来キャッシュ・フローの見積りが当該見積りから変動した
場合、翌連結会計年度において、減損損失が発生し、連結計算書類に重要な影響を与える可
能性があります。
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投 資 有 価 証 券 1,433,719千円
計 1,433,719千円

社 債 (１年内償還予定の社債を含む)　　975,000千円
計 975,000千円

(2)　有形固定資産の減価償却累計額 550,969千円

４． 追加情報
新型コロナウイルス感染症の収束時期は不透明な状況が継続すると見込まれますが、当社グル

ープの業績に与える影響は軽微であり、翌連結会計年度以降も重要な影響がないという仮定に基
づき、固定資産の減損、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。

なお、現在入手可能な情報に基づいて会計上の見積り・判断を行っておりますが、新型コロナ
ウイルス感染症拡大の状況や影響については不確定要素が多いため、その状況によっては今後の
当社グループの財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

５． 連結貸借対照表に関する注記
(1)　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務

上記の資産は、銀行との取引によって現在および将来負担する一切の債務の共通の担保に供して
おります。

上記減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

(3)　財務制限条項
当社子会社が、2019年５月31日（株式会社りそな銀行）に締結した金銭消費貸借契約の

借入金残高106,676千円には下記の財務制限条項が付されており、当該条項に抵触した場合
には、利息の割合が変更されることとなります。

①　各事業年度の決算期の末日における単体の純有利子負債EBITDA倍率が、一度でも
10倍を超えた場合、もしくはマイナスの値となったとき。（ただし、純有利子負債がマ
イナスの値の場合を除く）

－ 18 －



(1) 発行済株式の種類及び総数 普通株式 34,688,000株

決　議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配当額 基 準 日 効力発生日

2020年12月17日
定時株主総会 普通株式 247,357千円 ８円 2020年９月30日 2020年12月18日

2021年５月７日
取締役会 普通株式 247,357千円 ８円 2021年３月31日 2021年６月８日

決議（予定) 株式の種類 配当金の
総額 配当の原資 １株当たり

配当額 基 準 日 効力発生日
（予定）

2021年12月24日
定時株主総会 普通株式 305,434千円 利益剰余金 ９円 2021年９月30日 2021年12月27日

６． 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(2) 配当に関する事項
①　配当金の支払

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

(3) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数
普通株式　　　　690,000株

－ 19 －



７． 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については、主に流動性の高い金融資産で運用し、投機的な取引

は行わない方針であります。又、資金調達については、経営計画と照らして必要に応じて資金
を銀行借入等により調達することとしております。デリバティブ取引については、自己株式に
係る先物予約取引を行い、投機目的のデリバティブ取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、当社グループと業務上の関係を有する企業の株式、純投資目的の株式及び

リスクの少ない投資信託及び債券に運用するものであり、発行体の財務状況や市場価格の変動
リスク等に晒されております。

長期貸付金は、取引先企業に対する貸付金であり、貸付先の信用リスクに晒されております。
差入保証金は、会員事業に係る保証金あるいは賃借不動産の保証金であり、取引先の信用リ

スクに晒されております。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。未払法人税等

につきましても、３ヶ月以内に納付期限が到来します。
借入金及び社債は、主に運転資金の資金調達を目的としたものであります。
デリバティブ取引は、自己株式に係る先物予約取引であり、取引相手の信用リスク及び市場

価格の変動リスクに晒されております。
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③　金融商品に係るリスク管理体制
ａ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権、長期貸付金及び差入保証金について、各部門における担当者が主要な
取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するととも
に、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

連結子会社においても、当社と同様の管理を実施しております。
ｂ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、
市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

借入金及び社債については、担当部門における責任者が支払金利の変動を定期的にモニタ
リングし、金利変動リスクの早期把握を図っております。

デリバティブ取引の状況については、定期的に取締役会に報告しております。
連結子会社においても、当社と同様の管理を実施しております。

ｃ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するととも

に、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。
連結子会社においても、当社と同様の管理を実施しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異
なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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連結貸借対照表
計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

① 現金及び預金 11,538,265 11,538,265 ―

② 売掛金 1,203,932

貸倒引当金 (※１) △12,315

1,191,616 1,191,616 ―

③ 投資有価証券 6,563,786 6,989,287 425,501

④ 長期貸付金 72,732

貸倒引当金 (※２) △57,380

15,352 15,352 ―

⑤ 差入保証金 281,117 282,474 1,356

⑥ 破産更生債権等 18,996

貸倒引当金 (※１) △18,996

― ― ―

資産計 19,590,138 20,016,996 426,858

① 買掛金 514,649 514,649 ―

② 短期借入金 1,150,000 1,150,000 ―

③ 未払法人税等 309,090 309,090 ―

④ 社債 (※３) 1,055,000 1,066,046 11,046

⑤ 長期借入金 (※４) 1,684,354 1,694,404 10,050

負債計 4,713,094 4,734,191 21,096

デリバティブ取引 (※５) 189,540 189,540 ―

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2021年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれており
ません（（注）２．参照）。
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(※１) 売掛金及び破産更生債権等に対応する貸倒引当金を控除しております。
(※２) 長期貸付金には、流動資産の「その他」に含めて表示している１年内回収予定の長期貸付金18,972千円

(連結貸借対照表計上額)が含まれており、これらに対応する貸倒引当金を控除しております。
(※３) 社債には、流動負債の「その他」に含めて表示している１年内償還予定の社債270,000千円（連結貸借対

照表計上額）が含まれております。
(※４) 長期借入金には、流動負債の「その他」に含めて表示している１年内返済予定の長期借入金474,380千円

（連結貸借対照表計上額）が含まれております。
(※５) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
資 産
① 現金及び預金、② 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

③ 投資有価証券
これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、投資信託及び債券は取引金融機関等か

ら提示された価格によっております。
④ 長期貸付金

長期貸付金については、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日
における連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって
時価としております。

⑤ 差入保証金
差入保証金の時価については、契約期間及び契約更新等を勘案し、その将来キャッシュ・フローを国

債の利率により割り引いて算定する方法によっております。
⑥ 破産更生債権等

破産更生債権等については、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決
算日における連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をも
って時価としております。

負 債
① 買掛金、② 短期借入金、③ 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

－ 23 －



区　　分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式等（※１） 335,022
差入保証金（※２） 792,583

(1) １株当たり純資産額 333円 70銭
(2) １株当たり当期純利益 １円 83銭

④ 社債
社債の時価については、私募債であり市場価格がないため、元利金の合計額を当該社債の残存期間及

び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。
⑤ 長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映していることから、時価は帳簿
価額に近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、その
将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた
現在価値により算定しております。なお、金利スワップの特例処理の対象とされた長期借入金について
は、その金利スワップのレートによる元利金の合計額を想定される利率で割り引いて算定する方法によっ
ております。

デリバティブ取引
これらの時価は契約先金融機関から提出された評価価額によっております。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（※１）これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「資
産③ 投資有価証券」には含めておりません。

（※２）返済期限が確定していない差入保証金は、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見
積もること等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「資産⑤ 差入保
証金」には含めておりません。

８． １株当たり情報に関する注記

９． 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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被取得企業の名称 アクトコール ＴＳＵＮＡＧＵ

事業の内容 住生活関連総合アウトソーシ
ング事業 コールセンター運営事業

10． その他の注記
（企業結合に関する注記）

取得による企業結合
当社は、2021年７月27日開催の取締役会において、当社を株式交換完全親会社とし、株式会社

アクトコール（以下「アクトコール」という。)及び株式会社ＴＳＵＮＡＧＵ（以下「ＴＳＵＮＡ
ＧＵ」といい、アクトコールと併せて「対象子会社」という。)をそれぞれ株式交換完全子会社と
する株式交換（以下「本株式交換」という。）を行うことを決議し、同日付けで、対象子会社
との間で株式交換契約（以下「本株式交換契約」という。）を締結いたしました。

本株式交換は、2021年９月30日に実施され、対象子会社は当社の完全子会社となりました。

(1)　企業結合の概要
①　被取得企業の名称およびその事業の内容

②　企業結合を行った主な理由
当社の中期的な目標である「500万世帯へのサービス提供の実現」の達成へ向け、競合関

係にあるアクトコールの50万人を超える会員を獲得することによる会員事業の拡大とＴＳＵ
ＮＡＧＵのコールセンターのオペレーション業務の効率化による収益性の向上を見込んで、
アクトコールとＴＳＵＮＡＧＵを株式交換により完全子会社化しております。

③　企業結合日
2021年９月30日

④　企業結合の法的形式
当社を株式交換完全親会社とし、対象子会社をそれぞれ株式交換完全子会社とする株式交換

⑤　結合後企業の名称
変更はありません。

⑥　取得した議決権比率
100％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠
株式交換により、当社が対象子会社の議決権の100%を取得したためであります。
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企業結合日に交付した当社の普通株式の時価 3,795,488千円
取得原価 3,795,488千円

当社
(株式交換完全親会社)

アクトコール
(株式交換完全子会社)

本株式交換に係る株式交換比率 １ 0.266
本株式交換により交付する株式数 普通株式；2,988,236株

当社
(株式交換完全親会社)

ＴＳＵＮＡＧＵ
(株式交換完全子会社)

本株式交換に係る株式交換比率 １ 96.415
本株式交換により交付する株式数 普通株式；19,283株

(2)　連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
当連結会計年度は貸借対照表のみを連結しているため、被取得企業の業績は含まれておりません。

(3)　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

(4)　株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数
①　株式の種類別の交換比率

②　株式交換比率の算定方法
本株式交換における交換比率の算定について、公正性・妥当性を確保するため個別に両社

から独立した第三者算定機関に株式交換比率の算定を依頼し、提出された報告書に基づき当
事者間で協議の上、算定しております。

③　交付した株式数
普通株式   3,007,519株
なお、本株式交換の対価として、当社が保有する自己株式を割当て交付しております。

(5)　主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等    44,509千円
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①　アクトコール ②　ＴＳＵＮＡＧＵ
流動資産 2,012,643千円
固定資産 674,791千円 流動資産 317,846千円
繰延資産 1,432千円 固定資産 40,193千円
資産合計 2,688,868千円 資産合計 358,040千円

流動負債 1,466,791千円 流動負債 349,320千円
固定負債 262,746千円 固定負債 4,409千円
負債合計 1,729,537千円 負債合計 353,729千円

(6)　発生したのれんの金額、発生要因、償却方法及び償却期間
①　発生したのれんの金額

2,831,847千円
②　発生原因

取得原価が受け入れた資産及び引き受けた負債の純額を上回ったため、その超過額をのれ
んとして計上しております。

③　償却方法及び償却期間
10年間にわたる均等償却
なお、当該のれんの一部については、減損処理をしております。
アクトコール及びＴＳＵＮＡＧＵを株式交換により完全子会社化した際に、取得原価が受

け入れた資産及び引き受けた負債の純額を上回ったため、その超過額をのれんとして計上い
たしましたが、株式交換効力発生時の当社株価に基づく取得原価と株式交換合意時の当社株
価に基づく取得原価の差については、収益性が見込めないため、減損損失995,488千円を計
上しております。

(7)　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

(8)　企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益
計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法
当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。

－ 27 －



（ 自　2020年10月 1 日
至　2021年 9 月30日 ）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金
自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

そ の 他 利 益
剰 余 金 利 益

剰 余 金
合 計繰 越 利 益

剰 余 金
当 期 首 残 高 780,363 823,485 3,641,587 4,465,073 2,985,544 2,985,544 △1,703,654 6,527,327
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △494,714 △494,714 △494,714
当 期 純 損 失 △372,089 △372,089 △372,089
自 己 株 式 の 処 分 3,449 3,449 4,520 7,970
株 式 交 換 に よ る 増 加 2,435,790 2,435,790 1,359,698 3,795,488
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 2,439,239 2,439,239 △866,803 △866,803 1,364,219 2,936,655
当 期 末 残 高 780,363 823,485 6,080,826 6,904,312 2,118,740 2,118,740 △339,434 9,463,982

評価・換算差額等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 296,699 296,699 700 6,824,726
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △494,714
当 期 純 損 失 △372,089
自 己 株 式 の 処 分 7,970
株 式 交 換 に よ る 増 加 3,795,488
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 240,916 240,916 △10 240,906

当 期 変 動 額 合 計 240,916 240,916 △10 3,177,561

当 期 末 残 高 537,615 537,615 690 10,002,287

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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①　有形固定資産
　　(リース資産を除く)

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に
取得した建物（建物附属設備を除く）及び2016年４月１日
以降に取得した建物附属設備については、定額法によってお
ります。
なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産につきまし
ては、３年均等償却しております。

建物 ６年～24年
車両運搬具 ６年
工具、器具及び備品 ２年～20年

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。
②　その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。(評
価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法によっております。)

時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。
(2) デリバティブ 時価法によっております。
(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

①　商品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

②　貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

(4) 固定資産の減価償却の方法

　主な耐用年数は以下のとおりであります。

②　無形固定資産 定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に
よっております。

(5) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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②　賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当事
業年度負担額に見合う額を計上しております。

③　会員引当金 生活会員からの申込により作業を加盟店に対して依頼した場
合、当社は加盟店に対して作業に係る外注費を支払っており
ます。当該外注費の支払に備えるため、過去の発生実績率に
より見込額を計上しております。

(6) 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。
(7) 繰延資産の処理方法

社債発行費 社債償還期間（７年間）にわたり定額法により償却しており
ます。

２． 表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当
事業年度から適用し、計算書類に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

３． 会計上の見積りに関する注記
関係会社株式の評価
(1)　当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式　　　　4,355,015千円
関係会社株式評価損　　995,488千円

(2)　識別した項目に係る会計上の見積りの内容についての理解に資する情報
①　算出方法

市場価格のない関係会社株式について、当該関係会社の財政状態の悪化または超過収益力
の減少により実質価額が著しく下落し、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられない場
合には、実質価額まで減損処理しております。なお、市場価額のない関係会社株式の一部に
ついては、超過収益力を反映した実質価額を算定しております。

②　主要な仮定
超過収益力を反映した実質価額の算定及びその回復可能性が十分な証拠によって裏付けら

れるかどうかの判断は、当該関係会社の事業計画を基礎とし、市場環境の変化や長期的な事
業戦略も勘案して行っております。
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③　翌事業年度の計算書類に与える影響
当該関係会社の業績は将来の不確実な経済状況や経営状況等によって影響を受ける可能性

があります。上記の主要な仮定と将来の実績とが乖離し、翌事業年度の当該関係会社の損益
が悪化した場合には、関係会社株式評価損を計上し、計算書類に重要な影響を与える可能性
があります。

繰延税金資産の回収可能性
(1)　当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産　　　　― 千円
(2)　識別した項目に係る会計上の見積りの内容についての理解に資する情報

①　算出方法
繰延税金資産は将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金のうち将来の税金負担額を軽減

することができると認められる範囲内で認識しております。繰延税金資産の回収可能性は、
事業計画を基礎として、将来獲得しうる課税所得の時期及び金額を合理的に見積も
り、判断しております。

②　主要な仮定
当事業年度末における繰延税金資産の回収可能性の判断にあたって、将来の課税所得の見

積りは、事業計画を基に見込んだ税引前当期純利益に過去の達成状況等も勘案して算定して
おります。

③　翌事業年度の計算書類に与える影響
当該見積りは、将来の不確実な経済状況や経営状況等によって影響を受ける可能性があり

ます。実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の繰延
税金資産及び法人税等調整額の金額に重要な影響を与える可能性があります。

４． 追加情報
新型コロナウイルス感染症の収束時期は不透明な状況が継続すると見込まれますが、当社の業

績に与える影響は軽微であり、翌事業年度以降も重要な影響がないという仮定に基づき、固定資
産の減損、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。

なお、現在入手可能な情報に基づいて会計上の見積り・判断を行っておりますが、新型コロナ
ウイルス感染症拡大の状況や影響については不確定要素が多いため、その状況によっては今後の
当社の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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投 資 有 価 証 券 1,433,719千円
計 1,433,719千円

社 債 (１年内償還予定の社債を含む)　　975,000千円
計 975,000千円

(2) 減価償却累計額
有形固定資産 326,962千円

上記減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 12,489千円
長期金銭債権 38,780千円
短期金銭債務 1,491千円

関係会社との取引高
営業取引による取引高 76,820千円

売上高 57,742千円
売上原価 13,027千円
その他 6,050千円

営業取引以外の取引高 7,834千円

普通株式 750,822株

５． 貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務

上記の資産は、銀行との取引によって現在および将来負担する一切の債務の共通の担保に供してお
ります。

６． 損益計算書に関する注記

７． 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
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繰延税金資産
未払事業税 13,821千円
貸倒引当金 111,559千円
会員引当金 28,118千円
賞与引当金 16,764千円
投資有価証券評価損 104,962千円
関係会社株式評価損 344,554千円
投資事業組合運用損 6,579千円
資産除去債務 16,200千円
その他 7,062千円

繰延税金資産小計 649,622千円
評価性引当額 △568,221千円
繰延税金資産合計 81,401千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 203,832千円
資産除去債務に対応する除去費用 6,494千円

繰延税金負債合計 210,327千円
繰延税金負債の純額 128,926千円

８． 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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(1) １株当たり純資産額 294円 71銭
(2) １株当たり当期純損失 12円 03銭

９． 関連当事者との取引に関する注記
該当事項はありません。

10． １株当たり情報に関する注記

11． 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

12． その他の注記
連結計算書類 10．その他の注記（企業結合に関する注記）に記載しているため、注記を省略し

ております。
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